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地方自治体の役割の拡大と事務量の増大

○新たな行政ニーズや事件・事故等に対応する立法によって、地方自治体の役割
は拡大し、事務量は増大している。

○また、地域独自の課題に対応するため、政策条例を定める団体も増えている。

分野 立法例 自治体の役割（例）

介護保険 介護保険法（平成９年） 保険料徴収、要介護認定

国民保護 国民保護法（平成１６年） 避難の指示、誘導

児童虐待対策 児童虐待防止法改正（平成１９年） 児童の安全確認、立入調査

建築物耐震化 地震防災対策特別措置法改正（平成２０年） 学校耐震診断の実施・公表

消費者行政 ・食品の産地偽装等 消費者安全法（平成２１年） 消費生活センターの設置

家畜の防疫 ・口蹄疫
・鳥インフルエンザ

口蹄疫対策特別措置法（平成２２年）

家畜伝染病予防法改正（平成２３年）
消毒、殺処分の命令

防災 ・東日本大震災等 津波防災地域づくり法（平成２３年） 津波浸水想定の策定

空き家対策条例：急増する空き家について、防災・防犯、景観等の観点から助成・規制。

独自の政策条例

新たな立法例
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被保護世帯数：福祉行政報告例による。
ただし、H23については、月報により総務省で計算。

生保担当ケースワーカー数：地方公共団体定員管理調査による。

被保護世帯数、ケースワーカー数、
ケースワーカー１人当たりの世帯数
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（例）生活保護

○被保護世帯数は10年間で約２倍に増加。ケースワーカー１人が約100世帯を担当。

○雇用･教育･医療等部門との連携が重要となり、福祉事務所の事務は多様化･複雑化｡
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▲被保護世帯数
●生保担当ケースワーカー数

（世帯）

＜参考＞
ケースワーカー標準配置数
・都市部：８０世帯／１人
・郡部：６５世帯／１人
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地方公務員総数の推移
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地方公務員数の推移（平成６年～平成1７年）

2,940

(昭和50年) 

3,232

(昭和58年)

3,215

(昭和63年) 

3,282

(平成6年) 

2,789

（平成23年）

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

（単位：千人）

昭和50～58年
教育部門：義務教育の学級基準の変更等

による教職員の増
民生部門：デイサービス事業の開始（S53）

に伴う増 等

昭和63年～平成6年
民生部門：ゴールドプランの推進に伴う老

人保健施設の増 等
病院部門：病床数、患者数の増
土木部門：普通建設事業費の増加に伴う増 等

平成17年～平成22年
集中改革プランを策定し、▲6.4％を
目標に定員純減を実施

平成７年から１７年連続して純減
（約▲４９万人以上）
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地方公務員の部門別職員数

福祉関係を除く

一般行政

552,569人

（19.8%）

福祉関係

373,680人

（13.4%）

教育部門

1,055,313人

（37.8%）

警察部門

282,023人

（10.1%）

消防部門

158,062人

（5.7%）

公営企業等

会計部門

367,342人

（13.2%）

全地方自治体
2,788,989人

一

般

行

政

教育、警察、消防、福祉
1,869,078人
（67.0%）

一般行政
926,249人
（33.2%）

国が法令等で職員配置を定める
警察・教育等が２／３

※平成１３年度に生じている一般行政部門と公営企業等会計部門の変動は、調査区分の変更によるもの。
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▲ 教 育
（８２．４）

○ 一般行政
（７８．９）

●公営企業
（８５．９）

◇ 総職員
（８５．０）

部門別職員数の推移
（平成６年を１００とした場合の指数）

全地方自治体の部門別職員数
（Ｈ２３．４．１ 現在）
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▲１，５１３
（▲４７％）

３，２３２
（平成１１年３月３１日）

１，７１９
（平成２４年１月４日）

212→179 (15.6%)

67→40 (40.3%)

69→25 (63.8%)

59→33 (44.1%)

71→35 (50.7%)

85→44 (48.2%)

44→35 (20.5%)

90→59 (34.4%)

49→26 (46.9%)70→35 (50.0%)

120→77(35.8%)

99→42 (57.6%)

112→30(73.2%)

富山県
35→15 
(57.1%)

41→19 (53.7%)

35→17 (51.4%)

44→26 (40.9%)

92→63 (31.5%)

80→54 (32.5%)

40→39 (2.5%)

37→33 (10.8%)

64→27 (57.8%)

74→35 (52.7%)

69→29 (58.0%)

88→54 (38.6%)

47→39 (17.0%)

50→30 (40.0%)

50→24 (52.0%)

43→17 (60.5%)

53→34 (35.8%)

愛媛県
70→20 
(71.4%)

91→41 (54.9%)

39→19 (51.3%)

78→27 (65.4%)

島根県
59→19 
(67.8%)

56→19 (66.1%)

49→20 (59.2%)

97→60 (38.1%)

長崎県
79→21 
(73.4%)

96→43 (55.2%)

44→26 (40.9%)

58→18 (69.0%)

94→45 (52.1%)

広島県
86→23 
(73.3%)

50→19 (62.0%)

44→43 (2.3%)

53→41 (22.6%)

平成の市町村合併

市町村合併の進展

市町村議員の減少
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アウトソーシングのための制度改革と活用

○株式会社も公の施設の管理運営を行えることに
（国の「公共施設等運営権」に先駆けて制度化）

○施設の利用料金を、指定管理者
の直接の収入とすることが可能

○全国７万以上の施設で導入

茨城県立カシマサッカースタジアム
指定管理者：

（株）鹿島アントラーズ・エフ・シー

東京都青山葬儀所
指定管理者：日比谷花壇グループ

○地方自治体が直営で行っていた事務事業を独法化

○公立大学、病院、試験研究機関などで実績

○９割以上の法人が非公務員化

特色ある教育で全国的な知名度を誇る秋田国際教養大学

指定管理者制度（平成１５年（２００３年）～）

地方独立行政法人制度（平成１６年（２００４年）～）
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ー「集中改革プラン」による地方行革の推進ー

政府の行革方針と地方の対応

Ｈ16.６「新行革大綱に向けて」（与党申し入れ）

12「今後の行政改革の方針」（閣議決定）

Ｈ17.３「新地方行革指針」（事務次官通知）

５「骨太の方針2005」（閣議決定）

12「行政改革の重要方針」（閣議決定）

Ｈ18.６「行革推進法」施行

６「行政改革大綱」一部改正（閣議決定）

７「骨太の方針2006」（閣議決定）

８「地方行革新指針」（事務次官通知）

Ｈ16.６「新行革大綱に向けて」（与党申し入れ）

12「今後の行政改革の方針」（閣議決定）

Ｈ17.３「新地方行革指針」（事務次官通知）

５「骨太の方針2005」（閣議決定）

12「行政改革の重要方針」（閣議決定）

Ｈ18.６「行革推進法」施行

６「行政改革大綱」一部改正（閣議決定）

７「骨太の方針2006」（閣議決定）

８「地方行革新指針」（事務次官通知）

地方公務員についても、５年間で行政機関の国家公務員の定員純減（▲5.7％）
と同程度の定員純減。

平成17年度～21年度（概ね）の取組を明示した計画（集中改革プラン）の公表を
要請。

定数・給与の適正化、第三セクター・外郭団体見直し等の課題に適切に対応する
ため、平成16年度中に新たな地方行革指針を策定して、地方公共団体に積極的な
取組を要請すべきである。

自主的・主体的な行政改革が推進されるよう、引き続き地方公共団体に要請する
とともに、地方公共団体の先進的な取組事例についての紹介に努める。

社会経済情勢の変化を踏まえ更に積極的な取組を促進するため、行政改革推進の
ための新たな指針を平成16年度末までに策定。

定数の５年間で4.6％以上純減の上積み確保等を地方に要請。

定数の５年間で4.6％以上純減の上積み確保等を地方に要請。

骨太２００６を踏まえ、定員純減、市場化テスト活用、公会計整備、資産・債務
管理等を地方に要請。

秋までに総人件費改革のための基本方針を策定する。
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※一般行政部門等とは、一般行政部門と公営企業等会計部門の合計。

－「集中改革プラン」の成果－

①大幅な地方公務員数削減

○５年間で7.5％の地方公務員数の純減を実現。

○部門別では、一般行政部門で10％以上減少する一方、警察、消防分野では増加。

集中改革プランの進捗状況

H17.4.1～H22.4.1 の5年間の純減目標

集中改革プランにおける地方公共団体の目標 ▲６．４％

国の閣議決定で要請している５年間の純減目標 ▲５．７％

進捗状況

H17.4.1～H22.4.1の５年間で、▲７．５％の純減

▲3.0 ▲7.5▲4.7

H18 H19 H20 H22H17

▲1.4 ▲6.2

H21

目標▲６．４％

平成１７年と平成２２年の定員数の比較

8



○給与構造改革による
人件費削減効果（試算）は 約6,000億円/年
（例）・地場賃金の反映（給料表水準引下げ等）

・年功的な給与上昇の抑制

○ラスパイレス指数は９８．９
※学歴や経験年数の差による影響を補正し、国家公務員給与を
１００として計算した指数

○半数以上の地方自治体で独自の給与カットを実施
（平成２３年４月現在９８１団体、５４．７％）

影響額は年約１，５００億円

○Ｈ１４～２３の累積効果額は約１兆６千億円
（参考）この間、国は給与削減なし

団体名 削減率

北海道 9～7.5％

岐阜県 12～4％

大阪府 14～3％

島根県 10～6％

岡山県 10～7％

千葉市 9～1％

堺市 11.5～3％

－「集中改革プラン」の成果－

②給与構造改革と独自の給与カット

給与構造改革（Ｈ１８～）

独自の給与カット

ラスパイレス指数の推移

削減率の大きい主な団体
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今後の地方行革

○「集中改革プラン」は、平成２１年度末で終了。

○地方自治体では、引き続き行革を推進。８割以上の団体で、独自の「計画
・方針」を策定。

地方公務員の年齢分布

＜昭和５０年＞ ＜平成２２年＞

再任用・非常勤職員の増加

地方行革の課題

〈先駆的な取組みの例〉

○成果志向・目標管理型の行政運営

例） ・施策展開表（静岡県：H23までは業務棚表）

・市民参加型の行政評価システム（盛岡市）

○能力・実績主義に基づく人事管理

例） 飛び級ありの公募任用制度（愛知県豊明市）

○ワークプレイス改革

例） ・ペーパーレス会議（長野市）

・コールセンターの活用（札幌市）

量的削減の偏重から
行政スタイルの刷新へ

職員の年齢構成の偏り 職場を構成する職員の多様化

〈Ａ市税務課〉 副課長 課長

カウンター

・・・再任用職員（１人）

・・・常勤職員（１６人）

・・・臨時・非常勤職員（６人）
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総務省の取組み

○総務省では、引き続き、地方行革を積極的に推進。

（例）・行政機関等の共同設置制度の創設（平成２３年地方自治法改正）

（複数の市町村で税務課や会計課など内部組織を共同設置）

・ワークプレイス改革の提言（平成２４年３月研究会報告）

（ノンペーパー、フリーアドレス、コールセンターの活用などを調査・紹介）

・地方自治体が行革の進捗状況を比較し、先進事例を

導入するための情報を提供

（例）・住民に分かりやすい「参考指標による職員数等の

現状・分析シート」を新たに作成・公表
・「給与情報等公表システム」により全地方自治体
の給与の状況等をホームページで公表

・不適正な給与制度・運用を行っている地方自治体に
見直しを助言

１）地方行革を推進する制度の整備、新たな方策の研究

２）地方行革に関する指標の情報提供

３）給与の適正化に関する助言

他の自治体との比較で、
職員数、給与水準を図示

参考指標による職員数等の現状・分析シート（抜粋）

11


